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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】２－（アリルオキシメチル）アクリル酸メチル
または類似の構造を有する化合物および白色顔料を含む
活性線硬化型インクジェットインクを硬化させて得られ
る画像の光沢性を良好にすることができる活性線硬化型
インクジェットインクの提供。
【解決手段】活性線硬化性化合物および白色顔料を含有
する活性線硬化型インクジェットインクであって、前記
活性線硬化性化合物として、例えば、２－（アリルオキ
シメチル）アクリル酸等の特定の化合物と、エチレンオ
キサイド（ＥＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ
）アクリレート、または、プロピレンオキサイド（ＰＯ
）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレート
と、を含む活性線硬化型インクジェットインク。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性線硬化性化合物および白色顔料を含有する活性線硬化型インクジェットインクであ
って、
　前記活性線硬化性化合物として、下記一般式（１）で表される化合物と、
　エチレンオキサイド（ＥＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレート、ま
たは、プロピレンオキサイド（ＰＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレー
トと、
　を含む活性線硬化型インクジェットインク。
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１は水素原子、または、置換基を有していてもよい炭素数が２０以
下の炭化水素基を表す。）
【請求項２】
　前記一般式（１）で表される化合物を、前記活性線硬化型インクジェットインクの全質
量に対して２０質量％以上含む、請求項１に記載の活性線硬化型インクジェットインク。
【請求項３】
　前記エチレンオキサイド（ＥＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレート
、または、前記プロピレンオキサイド（ＰＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）ア
クリレートを、前記活性線硬化型インクジェットインクの全質量に対して３０質量％以上
含む、請求項１または２に記載の活性線硬化型インクジェットインク。
【請求項４】
　前記白色顔料は酸化チタンである、請求項１～３のいずれか一項に記載の活性線硬化型
インクジェットインク。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の活性線硬化型インクジェットインクの液滴をイン
クジェットヘッドのノズルから吐出して、記録媒体の表面に着弾させる工程と、
　前記着弾した液滴に活性線を照射して、前記液滴を硬化させる工程と、
　を有する、画像形成方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、活性線硬化型インクジェットインク、および画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット画像形成方法は、簡易かつ安価に画像を形成できることから、各種印刷
分野で用いられている。インクジェット画像形成方法の一つとして、活性線硬化型インク
ジェットインクの液滴を記録媒体に着弾させた後、活性線を上記液滴に照射して上記液滴
を硬化させて画像を形成する活性線硬化型インクジェット画像形成方法がある。活性線硬
化型インクジェット画像形成方法は、インク吸収性のない記録媒体においても、高い耐擦
過性と密着性を有する画像を形成できることから、近年注目されつつある。
【０００３】
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　活性線硬化型インクジェットインクに含まれ得る活性線硬化性化合物として、２－（ア
リルオキシメチル）アクリル酸メチルが知られている（たとえば、特許文献１および特許
文献２）。特許文献１には、２－（アリルオキシメチル）アクリル酸メチルは光硬化性イ
ンクジェットインクを低粘度化して、インクジェットプリンタのノズルからの吐出安定性
や、着色剤等の分散性を高めると記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１８－１３１５３５号公報
【特許文献２】特開２０１７－１７９０９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載のように、２－（アリルオキシメチル）アクリル酸メチルは活性線硬
化型インクジェットインクの低粘度化に有用だと期待される。
【０００６】
　しかし、本発明者らの知見によると、白色顔料を含む白色の活性線硬化型インクジェッ
トインクに２－（アリルオキシメチル）アクリル酸メチルを配合すると、当該活性線硬化
型インクジェットインクにより形成される画像の光沢性が低下することがある。
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、２－（アリルオキシメチル）アクリ
ル酸メチルまたは類似の構造を有する化合物および白色顔料を含む活性線硬化型インクジ
ェットインクを硬化させて得られる画像の光沢性を良好にすることができる活性線硬化型
インクジェットインクおよび画像形成方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、活性線硬化性化合物および白色顔料を含有する活性線硬化型インクジェット
インクであって、前記活性線硬化性化合物として、下記一般式（１）で表される化合物と
、エチレンオキサイド（ＥＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレート、ま
たは、プロピレンオキサイド（ＰＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレー
トと、を含む活性線硬化型インクジェットインクである。
【０００９】
【化１】

（式中、Ｒ１は水素原子、または、置換基を有していてもよい炭素数が２０以下の炭化水
素基を表す。）
【００１０】
　また、本発明は、上記の活性線硬化型インクジェットインクの液滴をインクジェットヘ
ッドのノズルから吐出して、記録媒体の表面に着弾させる工程と、前記着弾した液滴に活
性線を照射して、前記液滴を硬化させる工程と、を有する、画像形成方法である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、２－（アリルオキシメチル）アクリル酸メチルまたは類似の構造を有
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する化合物および白色顔料を含む活性線硬化型インクジェットインクを硬化させて得られ
る画像の光沢性を良好にすることができる活性線硬化型インクジェットインクおよび画像
形成方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明の実施形態に係るインクジェット用の画像形成装置の例示的な構
成を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明に係る活性線硬化型インクジェットインク（以下、単に「インク」ともいう。）
は、活性線硬化性化合物および白色顔料を含有する活性線硬化型インクジェットインクで
あって、上記活性線硬化性化合物として、一般式（１）で表される化合物と、エチレンオ
キサイド（ＥＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレート、または、プロピ
レンオキサイド（ＰＯ）変性部位を有する３官能以上の（メタ）アクリレート（以下、単
に「変性多官能（メタ）アクリレ―ト」ともいう。）と、を含む。なお、本明細書におい
て、「（メタ）アクリレート」とは「アクリレートまたはメタクリレート」を意味し、「
（メタ）アクリロイル」とは「アクリロイルまたはメタクリロイル」を意味する。
【００１４】
　本発明者らの知見によれば、本発明によって上記の課題が解決できる理由は以下のよう
に考えられる。
【００１５】
　画像の光沢性は、活性線硬化型インクジェットインクが硬化してなる硬化膜の表面の平
滑性の影響を受ける。ここで、重合後にテトラヒドロフラン環（ＴＨＦ環）を形成する一
般式（１）の化合物は、平面構造を有する上記ＴＨＦ環が硬化膜内で規則的に配向するた
め、硬化膜の表面の平滑性を高めて画像の光沢性を高めやすい。このとき、一般式（１）
の化合物は、上記ＴＨＦ環の配向によって強固な疑似結晶構造を形成するため、硬化膜の
硬化性をも高め得る。
【００１６】
　しかし、典型的には無機顔料である白色顔料を含む活性線硬化型インクジェットインク
では、白色顔料と一般式（１）の化合物とが反発しあうため、硬化膜内で白色顔料および
ＴＨＦ環がきれいに配向しにくく、これらが乱雑に配置されやすい。そのため、白色顔料
を含む白色の活性線硬化型インクジェットインクに一般式（１）の化合物を配合すると、
当該インクジェットインクにより形成される画像の光沢性が高まりにくく、かえって低下
することがあるものと考えられる。また、このとき、同様に硬化膜の硬化性も低下してし
まうと考えられる。
【００１７】
　これに対し、本発明では、一般式（１）の化合物に加えて、変性多官能（メタ）アクリ
レ―トをも活性線硬化型インクジェットインクに配合する。変性多官能（メタ）アクリレ
―トは、一般式（１）の化合物との親和性が高い（メタ）アクリロイル基を有し、かつ、
ＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位が白色顔料と相互作用するため、一般式（１）の化合物
、変性多官能（メタ）アクリレ―ト、および白色顔料の間の相互作用を良好に生じさせ、
ＴＨＦ環および白色顔料を硬化膜内で規則的に配向させやすくし、画像の光沢性および硬
化性を高め得ると考えられる。
【００１８】
　なお、（メタ）アクリレートがＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位を有するのみでは、一
般式（１）の化合物と白色顔料との間の親和性を十分に仲介できない。これに対し、それ
ぞれが十分な長さを有する分岐鎖を分子内に有し得る３官能以上の（メタ）アクリレート
を、変性多官能（メタ）アクリレ―トとして用いることで、（メタ）アクリロイル基がＴ
ＨＦ環の配向性をより高め、変性部位が白色顔料の配向性を高めて、画像の光沢性を十分
に高め得ると考えられる。また、上記変性多官能（メタ）アクリレ―トは、ＴＨＦ環の配
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向性をより高めることにより、ＴＨＦ環に疑似結晶構造を形成させやすくし、硬化膜の硬
化性をもより十分に高めることができると考えられる。また、上記変性多官能（メタ）ア
クリレ―トは、活性線の照射の直後からＴＨＦ環による疑似結晶構造の形成を促進するた
め、硬化時に活性線硬化型インクジェットインクの内部への酸素を侵入させにくくすると
考えられる。これにより、上記変性多官能（メタ）アクリレ―トは、活性線の照射による
重合が進行するにつれ、一般式（１）の化合物および変性多官能（メタ）アクリレートの
酸素による重合阻害を生じにくくさせて、硬化膜の硬化性をさらに高めると考えられる。
【００１９】
［活性線硬化性化合物］
　本発明の実施形態に係るインクは、活性線硬化性化合物を含む。活性線硬化性化合物と
は、活性線の照射により重合または架橋する化合物である。活性線の例には、電子線、紫
外線、α線、γ線およびエックス線などが含まれる。上記活性線のうち、紫外線および電
子線が好ましい。
【００２０】
　（一般式（１）の活性線硬化性化合物）
　本発明の実施形態に係るインクは、下記一般式（１）で表される化合物を含む。
【００２１】
【化２】

（式中、Ｒ１は水素原子、または、置換基を有していてもよい炭素数が２０以下の炭化水
素基を表す。）
【００２２】
　本発明の実施形態に係るインクは、形成される画像の光沢性および硬化性を良好にする
という観点から、上記一般式（１）の化合物を、インクの全質量に対して１０質量％以上
含むことが好ましく、２０質量％以上含むことがさらに好ましく、２５質量％以上含むこ
とがさらに好ましい。一般式（１）の化合物の含有量の上限は、硬化膜の物性のバランス
を良くするという観点から、例えば、インクの全質量に対して８０質量％以下であること
が好ましく、６０質量％以下であることがさらに好ましい。
【００２３】
　上記の置換基を有していてもよい炭素数が２０以下の炭化水素基は、炭素数が１０以下
の炭化水素基であることがより好ましく、炭素数が５以下の炭化水素基であることがより
好ましく、炭素数が３以下の炭化水素基であることがより好ましい。
【００２４】
　炭素数が２０以下の炭化水素基は直鎖でも分岐していてもよく、二重結合を含んでいて
もよく、脂環式および芳香環などの環構造を含んでいてもよく、エーテル基または環状エ
ーテル構造を有していてもよく、これらの構造が組み合わされていてもよい。また、上記
炭化水素基の水素原子はハロゲン原子、またはアミノ基もしくはカルボキシル基などの置
換基で置換されていてもよい。ハロゲン原子には、フッ素、塩素および臭素が含まれる。
【００２５】
　炭素数が２０以下の炭化水素基の例には、鎖式飽和炭化水素基および環式飽和炭化水素
基が含まれる。鎖式飽和炭化水素の例には、アルキル基が含まれ、アルキル基の例には、
メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、へプチル基、オ
クチル基、ノニル基、デシル基等が含まれる。環式飽和炭化水素の例には、シクロアルキ
ル基が含まれ、シクロアルキル基の例には、シクロプロピル基、シクロブチル基、シクロ
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ペンチル基、シクロヘキシル基等が含まれる。
【００２６】
　式（１）で表される化合物の例には、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸、α－（
アリルオキシメチル）アクリル酸メチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸エチル
、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｎ－プロピル、α－（アリルオキシメチル）ア
クリル酸イソプロピル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｎ－ブチル、α－（アリ
ルオキシメチル）アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｔ
ｅｒｔ－ブチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｎ－アミル、α－（アリルオキ
シメチル）アクリル酸ｓｅｃ－アミル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｔｅｒｔ
－アミル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ネオペンチル、α－（アリルオキシメ
チル）アクリル酸ｎ－ヘキシル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｓｅｃ－ヘキシ
ル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｎ－ヘプチル、α－（アリルオキシメチル）
アクリル酸ｎ－オクチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｓｅｃ－オクチル、α
－（アリルオキシメチル）アクリル酸ｔｅｒｔ－オクチル、α－（アリルオキシメチル）
アクリル酸２－エチルヘキシル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸カプリル、α－
（アリルオキシメチル）アクリル酸ノニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸デシ
ル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ウンデシル、α－（アリルオキシメチル）ア
クリル酸ラウリル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸トリデシル、α－（アリルオ
キシメチル）アクリル酸ミリスチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ペンタデシ
ル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸セチル、α－（アリルオキシメチル）アクリ
ル酸ヘプタデシル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ステアリル、α－（アリルオ
キシメチル）アクリル酸ノナデシル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸エイコシル
、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸セリル、α－（アリルオキシメチル）アクリル
酸メリシル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸クロチル、α－（アリルオキシメチ
ル）アクリル酸１，１－ジメチル－２－プロペニル、α－（アリルオキシメチル）アクリ
ル酸２－メチルブテニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸３－メチル－２－ブテ
ニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸３－メチル－３－ブテニル、α－（アリル
オキシメチル）アクリル酸２－メチル－３－ブテニル、α－（アリルオキシメチル）アク
リル酸オレイル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸リノール、α－（アリルオキシ
メチル）アクリル酸リノレン、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸シクロペンチル、
α－（アリルオキシメチル）アクリル酸シクロペンチルメチル、α－（アリルオキシメチ
ル）アクリル酸シクロヘキシル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸シクロヘキシル
メチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸４－メチルシクロヘキシル、α－（アリ
ルオキシメチル）アクリル酸４－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシル、α－（アリルオキシ
メチル）アクリル酸トリシクロデカニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸イソボ
ルニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸アダマンチル、α－（アリルオキシメチ
ル）アクリル酸ジシクロペンタニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ジシクロペ
ンテニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸フェニル、α－（アリルオキシメチル
）アクリル酸メチルフェニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ジメチルフェニル
、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸トリメチルフェニル、α－（アリルオキシメチ
ル）アクリル酸４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸
ベンジル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸ジフェニルメチル、α－（アリルオキ
シメチル）アクリル酸ジフェニルエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸トリフ
ェニルメチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸シンナミル、α－（アリルオキシ
メチル）アクリル酸ナフチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸アントラニル、α
－（アリルオキシメチル）アクリル酸メトキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アク
リル酸メトキシエトキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸メトキシエトシ
キエトキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸３－メトキシブチル、α－（
アリルオキシメチル）アクリル酸エトキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル
酸エトキシエトキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸シクロペントキシエ
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チル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸シクロヘキシルオキシエチル、α－（アリ
ルオキシメチル）アクリル酸シクロペントキシエトキシエチル、α－（アリルオキシメチ
ル）アクリル酸シクロヘキシルオキシエトキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アク
リル酸ジシクロペンテニルオキシエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸フェノ
キシエチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸フェノキシエトキシエチル、α－（
アリルオキシメチル）アクリル酸グリシジル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸β
－メチルグリシジル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸β－エチルグリシジル、α
－（アリルオキシメチル）アクリル酸３，４－エポキシシクロヘキシルメチル、α－（ア
リルオキシメチル）アクリル酸２－オキセタンメチル、α－（アリルオキシメチル）アク
リル酸３－メチル－３－オキセタンメチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸３－
エチル－３－オキセタンメチル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸テトラヒドロフ
ラニル、α－（アリルオキシメチル）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、α－（アリル
オキシメチル）アクリル酸テトラヒドロピラニル、α－（アリルオキシメチル）ジオキサ
ゾラニルおよびα－（アリルオキシメチル）アクリル酸ジオキサニルが含まれる。
【００２７】
　（変性多官能（メタ）アクリレ―ト）
　本発明の実施形態に係るインクは、エチレンオキサイド（ＥＯ）変性部位を有する３官
能以上の（メタ）アクリレート、または、プロピレンオキサイド（ＰＯ）変性部位を有す
る３官能以上の（メタ）アクリレート（変性多官能（メタ）アクリレ―ト）を含む。
【００２８】
　変性多官能（メタ）アクリレ―トは、分子内に３個以上の（メタ）アクリロイル基を有
すればよい。上記（メタ）アクリロイル基の数の上限は特に限定されないものの、硬化膜
の硬度を高めすぎず、形成される画像の耐折り割れ性および密着性を十分にする観点から
は、６個とすることができる。
【００２９】
　変性多官能（メタ）アクリレ―トは、１個以上のＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位を有
すればよい。上記ＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位の数は特に限定されないものの、形成
される画像の光沢性および硬化性を十分に高める観点からは、３個以上１２個以下である
ことが好ましく、３個以上９個以下であることが好ましい。
【００３０】
　本発明の実施形態に係るインクは、形成される画像の光沢性および硬化性を良好にする
という観点から、変性多官能（メタ）アクリレ―トを、インクの全質量に対して１０質量
％以上含むことが好ましく、３０質量％以上含むことがさらに好ましい。変性多官能（メ
タ）アクリレ―トの含有量の上限は、例えば、インクの全質量に対して８０質量％以下で
あることが好ましい。
【００３１】
　変性多官能（メタ）アクリレ―トの例には、トリメチロールプロパンＥＯ変性トリ（メ
タ）アクリレート、トリメチロールプロパンＰＯ変性トリ（メタ）アクリレート、ペンタ
エリスリトールＥＯ変性トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールＰＯ変性トリ
（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールＥＯ変性ヘキサ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールＰＯ変性ヘキサ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパ
ンＥＯ変性テトラ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンＰＯ変性テトラ（メ
タ）アクリレート、グリセリンＥＯ変性トリ（メタ）アクリレートおよびグリセリンＰＯ
変性トリ（メタ）アクリレートが含まれる。
【００３２】
　（その他の活性線硬化性化合物）
　本発明の実施形態に係るインクは、その他の活性線硬化性化合物を含んでもよい。その
他の活性線硬化性化合物は、活性線の照射により架橋または重合する化合物であれば特に
制限されない。
【００３３】
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　本発明の実施形態に係るインクは、一般式（１）の化合物および変性多官能（メタ）ア
クリレ―トにより形成される画像の光沢性および硬化性を十分に高める観点から、上記そ
の他の活性線硬化性化合物を、インクの全質量に対して１０質量％以上７７質量％以下含
むことが好ましい。また、本発明の実施形態に係るインクは、一般式（１）の化合物、変
性多官能（メタ）アクリレ―トおよび上記その他の活性線硬化性化合物を合計して、イン
クの全質量に対して１０質量％以上９７質量％以下含むことが好ましく、３０質量％以上
９０質量％以下とすることがより好ましい。
【００３４】
　その他の活性線硬化性化合物の例には、ラジカル重合性化合物、カチオン重合性化合物
、またはそれらの混合物が含まれる。上記その他の活性線硬化性化合物は、ラジカル重合
性化合物であることが好ましい。上記インク中に含まれる一般式（１）の化合物以外のラ
ジカル重合性化合物は、一種のみであってもよいし、二種以上であってもよい。なお、上
記ラジカル重合性化合物は、モノマー、重合性オリゴマー、プレポリマーおよびこれらの
混合物のいずれであってもよい。
【００３５】
　上記ラジカル重合性化合物は、分子中にエチレン性不飽和二重結合基を有し、活性線の
照射によりラジカル重合する化合物であればよい。上記ラジカル重合性化合物は、単官能
モノマーまたは多官能モノマーでありうる。上記ラジカル重合性化合物は、一般式（１）
の化合物および変性多官能（メタ）アクリレ―トとの親和性が高いことから、（メタ）ア
クリレートであることが好ましい。
【００３６】
　単官能の（メタ）アクリレートの例には、イソアミル（メタ）アクリレート、ステアリ
ル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレー
ト、デシル（メタ）アクリレート、イソミルスチル（メタ）アクリレート、イソステアリ
ル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル－ジグリコール（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイロキシエチルヘキサ
ヒドロフタル酸、ブトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシジエチレングリコール
（メタ）アクリレート、メトキシジエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシ
ポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシプロピレングリコール（メタ）
アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ
）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェ
ノキシプロピル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイロキシエチルコハク酸、
２－（メタ）アクリロイロキシエチルフタル酸、２－（メタ）アクリロイロキシエチル－
２－ヒドロキシエチル－フタル酸およびｔ－ブチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート
が含まれる。
【００３７】
　多官能の（メタ）アクリレートの例には、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート
、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ
）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ジメチロール－トリ
シクロデカンジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡのＰＯ付加物ジ（メタ）アクリ
レート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ポリテ
トラメチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレー
トおよびトリプロピレングリコールジアクリレートなどの２官能の（メタ）アクリレート
、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレートおよびペンタエリスリトールトリ（
メタ）アクリレートなどのＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位を有さない３官能の（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリト
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ールヘキサ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレー
トおよびペンタエリスリトールエトキシテトラ（メタ）アクリレートなどのＥＯ変性部位
またはＰＯ変性部位を有さない４官能以上の（メタ）アクリレート、ならびにポリエステ
ルアクリレートオリゴマーを含む（メタ）アクリロイル基を有するがＥＯ変性部位または
ＰＯ変性部位を有さないオリゴマーが含まれる。
【００３８】
　上記カチオン重合性化合物とは、カチオン重合性基を有する化合物である。カチオン重
合性化合物の例には、エポキシ化合物、ビニルエーテル化合物およびオキセタン化合物な
どが含まれる。
【００３９】
　上記エポキシ化合物の例には、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３’，４’－
エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチ
ル）アジペート、ビニルシクロヘキセンモノエポキサイド、ε－カプロラクトン変性３，
４－エポキシシクロヘキシルメチル３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシレー
ト、１－メチル－４－（２－メチルオキシラニル）－７－オキサビシクロ［４，１，０］
ヘプタン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル－５，５－スピロ－３，４－エポキシ
）シクロヘキサノン－メタ－ジオキサンおよびビス（２，３－エポキシシクロペンチル）
エーテルなどの脂環式エポキシ樹脂、１，４－ブタンジオールのジグリシジルエーテル、
１，６－ヘキサンジオールのジグリシジルエーテル、グリセリンのトリグリシジルエーテ
ル、トリメチロールプロパンのトリグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールのジグ
リシジルエーテル、プロピレングリコールのジグリシジルエーテル、エチレングリコール
、プロピレングリコール、およびグリセリンなどの脂肪族多価アルコールに１種または２
種以上のアルキレンオキサイド（エチレンオキサイドおよびプロピレンオキサイドなど）
を付加することにより得られるポリエーテルポリオールのポリグリシジルエーテルなどを
含む脂肪族エポキシ化合物、ならびに、ビスフェノールＡまたはそのアルキレンオキサイ
ド付加体のジまたはポリグリシジルエーテル、水素添加ビスフェノールＡまたはそのアル
キレンオキサイド付加体のジまたはポリグリシジルエーテル、およびノボラック型エポキ
シ樹脂などを含む芳香族エポキシ化合物などが含まれる。
【００４０】
　上記ビニルエーテル化合物の例には、エチルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテ
ル、イソブチルビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエ
ーテル、ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、シクロ
ヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピル
ビニルエーテル、イソプロペニルエーテル－ｏ－プロピレンカーボネート、ドデシルビニ
ルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、およびオクタデシルビニルエー
テルなどを含むモノビニルエーテル化合物、ならびにエチレングリコールジビニルエーテ
ル、ジエチレングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル
、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコールジビニルエーテル、
ブタンジオールジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロヘキサン
ジメタノールジビニルエーテル、およびトリメチロールプロパントリビニルエーテルなど
を含むジまたはトリビニルエーテル化合物などが含まれる。
【００４１】
　上記オキセタン化合物の例には、３－ヒドロキシメチル－３－メチルオキセタン、３－
ヒドロキシメチル－３－エチルオキセタン、３－ヒドロキシメチル－３－プロピルオキセ
タン、３－ヒドロキシメチル－３－ノルマルブチルオキセタン、３－ヒドロキシメチル－
３－フェニルオキセタン、３－ヒドロキシメチル－３－ベンジルオキセタン、３－ヒドロ
キシエチル－３－メチルオキセタン、３－ヒドロキシエチル－３－エチルオキセタン、３
－ヒドロキシエチル－３－プロピルオキセタン、３－ヒドロキシエチル－３－フェニルオ
キセタン、３－ヒドロキシプロピル－３－メチルオキセタン、３－ヒドロキシプロピル－
３－エチルオキセタン、３－ヒドロキシプロピル－３－プロピルオキセタン、３－ヒドロ
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キシプロピル－３－フェニルオキセタン、３－ヒドロキシブチル－３－メチルオキセタン
、１，４ビス｛［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－
エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキセタンおよびジ［１－エチル（３－
オキセタニル）］メチルエーテルなどが含まれる。
【００４２】
　［白色顔料］
　本発明の実施形態に係るインクは、白色顔料を含む。本発明の実施形態に係るインクは
、白色顔料を、インクの全質量に対して５質量％以上３０質量％以下の量で含むことが好
ましく、５質量％以上２０質量％以下の量で含むことがより好ましく、５質量％以上１５
質量％以下の量でさらに好ましい。
【００４３】
　白色顔料の例には、酸化チタン、酸化亜鉛、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、水酸化ア
ルミニウム等が含まれる。
【００４４】
　上記酸化チタンの結晶形態には、ルチル型、アナターゼ型およびブルーカイト型などが
ある。比重が小さく、小粒径化しやすい観点からは、結晶形態は、アナターゼ型が好まし
く、可視光領域における屈折率が大きく、隠蔽性が高い観点からは、ルチル型が好ましい
。本発明の実施形態に係るインクには、上記結晶形態の酸化チタンから１種類を用いても
よいし、結晶形態の異なる酸化チタンを組み合わせて用いてもよい。
【００４５】
　上記酸化チタンの重量平均粒子径は、５０ｎｍ以上５００ｎｍ以下であることが好まし
く、１００ｎｍ以上３００ｎｍ以下であることがより好ましい。酸化チタンの重量平均粒
子径を５０ｎｍ以上とすることで、十分な隠蔽性を有するインクが得られる。一方、酸化
チタンの重量平均粒子径を５００ｎｍ以下とすることで、酸化チタンを安定して分散させ
ることができ、インクの保存性や射出安定性を高めることができる。
【００４６】
　また、本発明では、市販の酸化チタンを用いてもよい。本発明に用いることのできる市
販の酸化チタンの例には、ＣＲ－ＥＬ、ＣＲ－５０、ＣＲ－８０、ＣＲ－９０、Ｒ－７８
０およびＲ－９３０（いずれも石原産業株式会社製）、ＴＣＲ－５２、Ｒ－３１０および
Ｒ－３２（いずれも堺化学工業株式会社製）、ＫＲ－３１０、ＫＲ－３８０およびＫＲ－
３８０Ｎ（いずれもチタン工業株式会社）等が含まれる。
【００４７】
　［分散剤］
　本発明の実施形態に係るインクは、分散剤を含んでもよい。
【００４８】
　本発明の実施形態に係るインクは、分散剤を、白色顔料の全質量に対して１質量％以上
５０質量％以下含むことが好ましい。
【００４９】
　上記分散剤の例には、水酸基含有カルボン酸エステル、長鎖ポリアミノアマイドと高分
子量酸エステルの塩、高分子量ポリカルボン酸の塩、長鎖ポリアミノアマイドと極性酸エ
ステルの塩、高分子量不飽和酸エステル、高分子共重合物、変性ポリウレタン、変性ポリ
アクリレート、ポリエーテルエステル型アニオン系活性剤、ナフタレンスルホン酸ホルマ
リン縮合物塩、芳香族スルホン酸ホルマリン縮合物塩、ポリオキシエチレンアルキル燐酸
エステル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、およびステアリルアミンアセテ
ートなどが含まれる。分散剤の市販品の例には、Ａｖｅｃｉａ社のＳｏｌｓｐｅｒｓｅシ
リーズや、味の素ファインテクノ社のＰＢシリーズなどが含まれる。
【００５０】
　［重合開始剤］
　本発明の実施形態に係るインクは、重合開始剤を含んでもよい。
【００５１】
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　本発明の実施形態に係るインクは、活性線の照射によってインクを十分に硬化させ、か
つインクの吐出性を低下させない観点から、重合開始剤を、白色顔料の全質量に対して０
．１質量％以上２０質量％以下含むことが好ましく、１．０質量％以上１２質量％以下含
むことがより好ましい。
【００５２】
　重合開始剤は、活性線硬化性化合物の重合を開始できるものであれば、特に限定されな
い。本発明の実施形態に係るインクは、ラジカル重合性の化合物である一般式（１）の化
合物および変性多官能（メタ）アクリレ―トを含むことから、これらの化合物による重合
および架橋を開始させることができる、ラジカル重合開始剤を含むことが好ましい。なお
、上記インクは、カチオン重合性化合物を有するときは、重合開始剤としてカチオン開始
剤（酸発生剤）を含むことができる。なお、電子線の照射により上記インクを硬化させる
ときなど、重合開始剤がなくてもインクが十分に硬化できるときは、重合開始剤は不要で
ある。
【００５３】
　ラジカル重合開始剤には、分子内結合開裂型のラジカル重合開始剤と分子内水素引き抜
き型のラジカル重合開始剤とが含まれる。
【００５４】
　分子内結合開裂型のラジカル重合開始剤の例には、ジエトキシアセトフェノン、２－ヒ
ドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、ベンジルジメチルケタール、
１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、
４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、
１－ヒドロキシシクロヘキシル－フェニルケトン、２－メチル－２－モルホリノ（４－メ
チルチオフェニル）プロパン－１－オン、および２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１
－（４－モルホリノフェニル）－ブタノンなどを含むアセトフェノン系の開始剤、ベンゾ
イン、ベンゾインメチルエーテル、およびベンゾインイソプロピルエーテルなどを含むベ
ンゾイン類、２，４，６－トリメチルベンゾインジフェニルホスフィンオキシドなどを含
むアシルホスフィンオキシド系の開始剤、ならびに、ベンジルおよびメチルフェニルグリ
オキシエステルなどが含まれる。
【００５５】
　分子内水素引き抜き型のラジカル重合開始剤の例には、ベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイ
ル安息香酸メチル、４－フェニルベンゾフェノン、４，４’－ジクロロベンゾフェノン、
ヒドロキシベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４’－メチル－ジフェニルサルファイド、
アクリル化ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチルペルオキシカルボ
ニル）ベンゾフェノン、および３，３’－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノンなどを
含むベンゾフェノン系の開始剤、２－イソプロピルチオキサントン、２，４－ジメチルチ
オキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントンなど
を含むチオキサントン系の開始剤、ミヒラーケトン、４，４’－ジエチルアミノベンゾフ
ェノンなどを含むアミノベンゾフェノン系の開始剤、１０－ブチル－２－クロロアクリド
ン、２－エチルアンスラキノン、９，１０－フェナンスレンキノン、ならびにカンファー
キノンなどが含まれる。
【００５６】
　カチオン系の重合開始剤の例には、光酸発生剤が含まれる。光酸発生剤の例には、ジア
ゾニウム、アンモニウム、ヨードニウム、スルホニウム、およびホスホニウムなどを含む
芳香族オニウム化合物のＢ（Ｃ６Ｆ５）４

－、ＰＦ６
－、ＡｓＦ６

－、ＳｂＦ６
－、ＣＦ

３ＳＯ３
－塩など、スルホン酸を発生するスルホン化物、ハロゲン化水素を光発生するハ

ロゲン化物、ならびに鉄アレン錯体などが含まれる。
【００５７】
　［増感剤］
　本発明の実施形態に係るインクは、増感剤を含んでもよい。
【００５８】
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　上記増感剤の例には、９，１０－ジブトキシアントラセン、９，１０－ジエトキシアン
トラセン、９，１０－ジプロポキシアントラセンおよび９，１０－ビス（２－エチルヘキ
シルオキシ）アントラセンを含むアントラセン誘導体が含まれる。市販の増感剤の例には
、川崎化成工業社製、ＤＢＡおよびＤＥＡが含まれる。
【００５９】
　［重合禁止剤］
　本発明の実施形態に係るインクは、重合禁止剤を含んでもよい。
【００６０】
　上記重合禁止剤の例には、（アルキル）フェノール、ハイドロキノン、カテコール、レ
ゾルシン、ｐ－メトキシフェノール、ｔ－ブチルカテコール、ｔ－ブチルハイドロキノン
、ピロガロール、１，１－ピクリルヒドラジル、フェノチアジン、ｐ－ベンゾキノン、ニ
トロソベンゼン、２，５－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－ベンゾキノン、ジチオベンゾイルジスル
フィド、ピクリン酸、クペロン、アルミニウムＮ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミン
、トリ－ｐ－ニトロフェニルメチル、Ｎ-（３－オキシアニリノ－１，３－ジメチルブチ
リデン）アニリンオキシド、ジブチルクレゾール、シクロヘキサノンオキシムクレゾール
、グアヤコール、ｏ－イソプロピルフェノール、ブチラルドキシム、メチルエチルケトキ
シム、シクロヘキサノンオキシムが含まれる。
【００６１】
　［界面活性剤］
　本発明の実施形態に係るインクは、界面活性剤を含んでもよい。
【００６２】
　界面活性剤の含有量は、インクの全質量に対して、０．０１質量％以上１０質量％以下
であることが好ましい。
【００６３】
　上記界面活性剤の例には、フッ素系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤、アニオン界
面活性剤、および上記不飽和脂肪酸エステル以外のノニオン界面活性剤が含まれる。
【００６４】
　［ゲル化剤］
　本発明の実施形態に係るインクは、ゲル化剤を含んでもよい。
【００６５】
　ゲル化剤は、常温では固体であるが、加熱すると液体となることにより、インクを温度
変化に応じてゾルゲル相変移させることができる有機物である。
【００６６】
　本発明の実施形態に係るインクは、ゲル化剤が結晶構造をつくることでＴＨＦ環由来の
構造が強固になり、画像の硬化性を高めるという観点から、ゲル化剤を、インクの全質量
に対して０．３質量％以上８．０質量％以下含むことが好ましく、０．５質量％以上５．
０質量％以下含むことがより好ましく、０．８質量％以上３．５質量％以下含むことがさ
らに好ましい。
【００６７】
　上記ゲル化剤の例には、ケトンワックス、エステルワックス、石油系ワックス、植物系
ワックス、動物系ワックス、鉱物系ワックス、硬化ヒマシ油、変性ワックス、高級脂肪酸
、高級アルコール、ヒドロキシステアリン酸、Ｎ－置換脂肪酸アミドおよび特殊脂肪酸ア
ミドを含む脂肪酸アミド、高級アミン、ショ糖脂肪酸のエステル、合成ワックス、ジベン
ジリデンソルビトール、ダイマー酸、ダイマージオール、パラフィンワックスおよびマイ
クロクリスタリンワックスなどが含まれる。
【００６８】
　また、ゲル化剤は、インクのゲル化温度以下の温度で、インク中で結晶化することが好
ましい。ここで、ゲル化温度とは、加熱によりゾル化または液体化したインクを冷却して
いったときに、インクがゾルからゲルに相転移し、インクの粘度が急変する温度をいう。
具体的には、ゾル化または液体化したインクを、例えば、レオメータ　ＭＣＲ３００（Ａ
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ｎｔｏｎＰａａｒ社製）で粘度を測定しながら冷却していき、粘度が急激に上昇した温度
を、そのインクのゲル化温度とすることができる。
【００６９】
　また、インクの液滴をインクジェットヘッドから安定して吐出するためには、ゾル状の
インク（高温時、たとえば８０℃程度）において、ラジカル重合性化合物とゲル化剤との
相溶性が良好であることが必要である。
【００７０】
　上記ゲル化剤がインク中で結晶化すると、板状に結晶化した上記ゲル化剤によって形成
された三次元空間に活性線重合性化合物が内包される構造が形成されることがある（この
ような構造を、以下「カードハウス構造」という）。カードハウス構造が形成されると、
液体の活性線硬化性化合物が上記空間内に保持されるため、インクが付着して形成された
ドットがより濡れ広がりにくくなり、インクのピニング性がより高まる。インクのピニン
グ性が高まると、インクが記録媒体に付着して形成されたドット同士が合一しにくくなる
。
【００７１】
　カードハウス構造の形成に適した上記ゲル化剤の例には、ケトンワックス、エステルワ
ックス、高級脂肪酸、高級アルコールおよび脂肪酸アミドなどが含まれる。これらのうち
、インクのピニング性をより高める観点からは、ケト基またはエステル基を挟んで両側に
配置された炭素鎖の炭素数がいずれも９以上２５以下であるケトンワックスまたはエステ
ルワックスが好ましい。
【００７２】
　［物性］
　本発明の実施形態に係るインクは、インクジェットヘッドからの射出性をより高める観
点からは、ゲル化剤を含まないインクであるとき、４０℃における粘度が３ｍＰａ・ｓ以
上２０ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい。また、ゲル化剤を含むインクであるとき、
８０℃における粘度が３ｍＰａ・ｓ以上２０ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい。
【００７３】
　本発明の実施形態に係るインクは、ゲル化剤を含むとき、４０℃以上７０℃以下にゾル
ゲル相転移する相転移温度を有することが好ましい。インクの相転移温度が４０℃以上で
あると、基材に着弾した後にインクが速やかに増粘するため、濡れ広がりの程度をより調
整しやすくなる。インクの相転移温度が７０℃以下であると、通常８０℃程度であるイン
クジェットヘッドからのインクの射出時に上記インクがゲル化しにくいため、より安定し
てインクを射出することができる。
【００７４】
　インクの４０℃における粘度、８０℃における粘度および相転移温度は、レオメータに
より、インクの動的粘弾性の温度変化を測定することにより求めることができる。
【００７５】
　［画像形成方法］
　（第１の画像形成方法）
　本発明の実施形態に係る第１の画像形成方法は、前述の活性線硬化型インクジェットイ
ンクの液滴をインクジェットヘッドのノズルから吐出して、記録媒体の表面に着弾させる
工程（第１の工程）と、着弾した液滴に活性線を照射して、液滴を硬化させる工程（第２
の工程）と、を有する。
【００７６】
　〈第１の工程〉
　第１の工程では、活性線硬化型インクジェットインクの液滴をインクジェットヘッドの
ノズルから吐出して、記録媒体の表面に着弾させる。
【００７７】
　インクジェットヘッドのノズルからの吐出方式は、オンデマンド方式とコンティニュア
ス方式のいずれでもよい。オンデマンド方式のインクジェットヘッドは、シングルキャビ
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ティー型、ダブルキャビティー型、ベンダー型、ピストン型、シェアーモード型およびシ
ェアードウォール型などの電気－機械変換方式、ならびにサーマルインクジェット型およ
びバブルジェット（バブルジェットはキヤノン社の登録商標）型などの電気－熱変換方式
などのいずれでもよい。
【００７８】
　インクの液滴は、加熱した状態でインクジェットヘッドから吐出することで、吐出安定
性を高めることができる。吐出される際のインクの温度は、３５℃以上１００℃以下であ
ることが好ましく、吐出安定性をより高めるためには、３５℃以上８０℃以下であること
がより好ましい。特には、インクの粘度が７ｍＰａ・ｓ以上１５ｍＰａ・ｓ以下、より好
ましくは８ｍＰａ・ｓ以上１３ｍＰａ・ｓ以下となるようなインク温度において出射を行
うことが好ましい。
【００７９】
　上記活性線硬化型インクジェットインクがゲル化剤を含むときは、インクジェットヘッ
ドのノズルからのインクの吐出性を高めるために、インクジェットヘッドに充填されたと
きのインクの温度を、当該インクのゲル化温度＋１０℃以上、ゲル化温度＋３０℃以下に
設定することが好ましい。インクジェットヘッド内のインクの温度が、ゲル化温度＋１０
℃未満であると、インクジェットヘッド内もしくはノズル表面でインクがゲル化して、イ
ンクの吐出性が低下しやすい。一方、インクジェットヘッド内のインクの温度がゲル化温
度＋３０℃を超えると、インクが高温になりすぎるため、インク成分が劣化することがあ
る。
【００８０】
　インクの加熱方法は、特に制限されない。例えば、ヘッドキャリッジを構成するインク
タンク、供給パイプおよびヘッド直前の前室インクタンクなどのインク供給系、フィルタ
ー付き配管ならびにピエゾヘッドなどの少なくともいずれかをパネルヒーター、リボンヒ
ーターおよび保温水などによって加熱することができる。
【００８１】
　吐出される際のインクの液滴量は、記録速度および画質の面から、２ｐＬ以上２０ｐＬ
以下であることが好ましい。
【００８２】
　記録媒体は、インクジェット法で画像を形成できる媒体であればよく、たとえば、アー
ト紙、コート紙、軽量コート紙、微塗工紙およびキャスト紙を含む塗工紙ならびに非塗工
紙を含む吸収性の媒体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、ポリエチレン、ポリウレタン、
ポリプロピレン、アクリル樹脂、ポリカーボネート、ポリスチレン、アクリロニトリル－
ブタジエン－スチレン共重合体、ポリエチレンテレフタレートおよびポリブタジエンテレ
フタレートを含むプラスチックで構成される非吸収性の記録媒体、中間転写体ならびに金
属類およびガラス等の非吸収性の無機記録媒体とすることができる。各種プラスチックフ
ィルムとしては、例えば、ＰＰフィルム、ＰＥＴフィルム、ＯＰＳフィルム、ＯＰＰフィ
ルム、ＯＮｙフィルム、ＰＶＣフィルム、ＰＥフィルム、ＴＡＣフィルムが使用できる。
その他のプラスチックとしては、ポリカーボネート、アクリル樹脂、ＡＢＳ、ポリアセタ
ール、ＰＶＡ、ゴム類等が使用できる。また、金属類や、ガラス類にも適用可能である。
なお、本発明のインクは、従来のインクよりも光沢度の高い画像を形成しうるものである
ため、光沢が比較的高いコート紙などに好適である。
【００８３】
　なお、インクがゲル化剤を含む場合、インクの液滴が着弾する際の記録媒体の温度は、
２０℃以上４０℃以下に制御されていることが、インクのゲル化の観点から好ましい。
【００８４】
　〈第２の工程〉
　第２の工程では、記録媒体の表面に着弾した液滴に活性線を照射して、液滴を硬化させ
る。
【００８５】
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　活性線は、例えば電子線、紫外線、α線、γ線、およびエックス線などから選択するこ
とができるが、好ましくは紫外線であり、３６０ｎｍ以上４１０ｎｍ以下にピーク波長を
有する光をＬＥＤ光源から照射することが好ましい。ＬＥＤ光源の例として、Ｐｈｏｓｅ
ｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製の水冷ＬＥＤ（ピーク波長３９５ｎｍ）が挙げられる。
ＬＥＤは従来の光源（例えばメタルハライドランプなど）と比較して、輻射熱が少ない。
したがって、活性線照射時に、インクが溶け難く、光沢ムラなどを生じさせ難い。
【００８６】
　ここで、３６０ｎｍ以上４１０ｎｍ以下にピーク波長を有する光を照射する場合、記録
媒体表面もしくは液滴表面におけるピーク照度を、０．５Ｗ／ｃｍ２以上１０．０Ｗ／ｃ
ｍ２以下とすることが好ましく、１．０Ｗ／ｃｍ２以上５．０Ｗ／ｃｍ２以下とすること
が好ましい。
【００８７】
　活性線の照射は、インクが記録媒体に着弾してから０．００１秒から１．０秒までの間
に行うことが好ましく、高精細な画像を形成するためには、０．００１秒から０．５秒ま
での間に行うことがより好ましい。
【００８８】
　一方、活性線の照射は、２段階に分けて行ってもよい。この場合、インクが記録媒体に
着弾してから０．００１秒から２．０秒までの間に活性線を照射してインクを仮硬化させ
、全印字終了後、さらに活性線を照射してインクを本硬化させることができる。活性線の
照射を２段階に分けることで、インクの硬化収縮が生じ難くなる。
【００８９】
　（第２の画像形成方法）
　本発明の実施形態に係る第２の画像形成方法は、前述の活性線硬化型インクジェットイ
ンクの液滴をインクジェットヘッドのノズルから吐出して、中間転写体に付着させる工程
（第１工程）と、中間転写体に付着させた液滴を、記録媒体に転写させる工程と（第２工
程）、記録媒体に転写させた液滴に活性線を照射して、液滴を硬化させる工程（第３工程
）と、を有する。
【００９０】
　〈第１の工程〉
　第１の工程では、活性線硬化型インクジェットインクの液滴をインクジェットヘッドの
ノズルから吐出して、中間転写体に付着させる。インクは、上述した活性線硬化型インク
ジェットインクである。中間転写体にインクを付着させる工程に用いる装置は、上記の第
１画像形成方法の装置と同様とすることができる。中間転写体は、インクジェット法によ
る画像形成に用いられる公知の中間転写体であればよい。
【００９１】
　中間転写体の調温方法は特に制限がない。例えば中間転写体の内部に、冷却装置および
加熱装置を配設し、中間転写体の内側から調温してもよく、中間転写体の外周に、冷媒や
ヒーター等を配設し、外部から調温してもよい。中間転写体の表面温度は例えば６０℃と
することができる。
【００９２】
　中間転写体の形状は、インク着弾面が平滑であれば特に制限はない。中間転写体の形状
は、例えば、無端ベルト状であってもよく、ドラム状であってもよい。
【００９３】
　中間転写体は、通常、基材と、その表面に形成された離型層とを有する。中間転写体の
基材の材質は、中間転写体の形状や強度等を考慮して、適宜選択される。基材の材質の例
には、鉄、ステンレス、アルミニウム等の金属；ポリイミド（ＰＩ）、ポリフェニレンサ
ルファイド（ＰＰＳ）、ポリエーテルサルフォン（ＰＥＳ）、ポリアミド（ＰＡ）、ポリ
エチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリイミドアミド（ＰＩＡ）、ポリテトラフルオロ
エチレン（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル
共重合体（ＰＦＡ）、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体（Ｆ
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ＥＰ）等の樹脂；エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、シリコーンゴム、フッ素ゴム等
のエラストマー等が含まれる。基材の表面に形成される離型層は、活性線硬化型インクジ
ェットインクに対して離型性を有する層であることが好ましい。離型層は、シリコーン樹
脂層、またはフッ素樹脂層でありうる。
【００９４】
　〈第２の工程〉
　第２の工程では、中間転写体に付着させた液滴を、記録媒体に転写させる。本工程では
、例えば、上記中間転写体の活性線硬化型インクが付着した面と、記録媒体の画像を形成
すべき面とを接触させ、中間転写体側から記録媒体側へ押圧すればよい。
【００９５】
　記録媒体は、上記の第１画像形成方法の装置と同様とすることができる。
【００９６】
　〈第３の工程〉
　第３の工程では、上記記録媒体に転写させた液滴に活性線を照射して、上記液滴を硬化
させる。
【００９７】
　活性線は、例えば、電子線、紫外線、α線、γ線、およびエックス線などから選択する
ことができる。これらのうち、取り扱いの容易さおよび人体への影響の少なさの観点から
、紫外線を照射することが好ましく、活性線硬化型インクを硬化させやすくする観点から
は、電子線を照射することが好ましい。光源の輻射熱によって活性線硬化型インクが溶け
ることによる活性線硬化型インクの硬化不良の発生を抑制する観点から、紫外線の光源は
発光ダイオード（ＬＥＤ）であることが好ましい。インクを硬化させるための活性線を照
射することができるＬＥＤ光源の例には、３９５ｎｍ、水冷ＬＥＤ、ＰｈｏｓｅｏｎＴｅ
ｃｈｎｏｌｏｇｙ社製、Ｈｅｒａｅｕｓ社製、京セラ株式会社製、ＨＯＹＡ株式会社製、
およびＩｎｔｅｇｒａｔｉｏｎＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製が含まれる。
【００９８】
　照射される活性線のエネルギーは、２００ｍＪ／ｃｍ２以上１０００ｍＪ／ｃｍ２であ
ることが好ましい。上記エネルギーが２００ｍＪ／ｃｍ２以上だと、活性線重合性化合物
を十分に重合および架橋させることができる。上記エネルギーが１０００ｍＪ／ｃｍ２以
下だと、照射される活性線の熱によるワックスの再溶解によるピニング性の低下が生じに
くくなる。上記観点からは、照射される活性線のエネルギーは３００ｍＪ／ｃｍ２以上８
００ｍＪ／ｃｍ２以下であることがより好ましく、３５０ｍＪ／ｃｍ２以上５００ｍＪ／
ｃｍ２以下であることがさらに好ましい。
【００９９】
　その他の第３の工程における、活性線の照射条件等は、上記の第１の画像形成方法と同
様とすることができる。
【０１００】
　［画像形成装置］
　本発明の画像形成装置は、上述したインクジェット用の活性線硬化型インクを用いて画
像を形成する、画像形成装置である。具体的には、本発明の画像形成装置は、インクジェ
ットヘッドから、４０～１２０℃に加熱されたインクジェット用の活性線硬化型インクを
吐出する、インク吐出部と、吐出されたインクジェット用の活性線硬化型インクを着弾さ
せる記録媒体を搬送して、その表面温度が６０℃以下である記録媒体または中間転写体の
表面に上記インクを着弾させる、搬送路と、前記着弾したインクジェット用の活性線硬化
型インクに活性線を照射する照射部と、を含む、画像形成装置である。
【０１０１】
　図１は、本発明の実施形態に係るインクジェット用の画像形成装置の例示的な構成を示
す模式図である。
【０１０２】
　画像形成装置１００は、記録媒体１１０を搬送する搬送路１２０と、搬送路１２０の記
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録媒体１１０が搬送される面に対向して配置された、中間転写体１３０の表面に活性線硬
化型インクを付与して中間画像を形成する中間画像形成部１４０と、活性線硬化型インク
を含む中間画像を記録媒体に転写する転写部１５０と、を有する。画像形成装置１００は
、さらに、無端状ベルトの形状を有する中間転写体１３０を張架する３つの支持ローラ１
６０、１６１および１６２と、中間画像を構成する活性線硬化型インクを硬化（本硬化）
させるための活性線を搬送路１２０の表面に向けて照射する照射部１７０と、記録媒体１
１０に転写されずに中間転写体１３０の表面に残存した活性線硬化型インクを中間転写体
１３０の表面から除去するクリーニング部１８０と、を有する。
【０１０３】
　搬送路１２０は、たとえば金属ドラムで構成され、中間画像を転写される記録媒体１１
０を搬送する。搬送路１２０は、中間転写体１３０の一部の表面に接して配置され、支持
ローラ１６１よって中間転写体１３０の上記接する表面が加圧されることで、転写ニップ
が形成される。搬送路１２０は、記録媒体１１０の先端を固定する爪（不図示）を有して
もよい。搬送路１２０は、当該爪に記録媒体１１０の先端を固定し、図１における反時計
回り方向に回転することで、記録媒体１１０を転写ニップに搬送する。
【０１０４】
　中間転写体１３０は、３つの支持ローラ１６０、１６１および１６２を有する。中間転
写体１３０は無端状ベルトで構成され、３つの支持ローラ１６０、１６１および１６２に
よって逆三角形状に張架され、中間画像形成部１４０によって中間転写体１３０の表面に
形成された中間画像を転写部１５０に搬送する。
【０１０５】
　３つの支持ローラ１６０、１６１および１６２のうち、少なくとも１つのローラは、駆
動ローラであり、中間転写体１３０をＡ方向に回転させる。
【０１０６】
　中間転写体１３０は、芳香族ポリイミド（ＰＩ）、芳香族ポリアミドイミド（ＰＡＩ）
、ポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ）、芳香族ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥ
Ｋ）、芳香族ポリカーボネート、および芳香族ポリエーテルケトンなどのベンゼン環を含
む構造単位を有する樹脂、ポリフッ化ビニリデン、ならびにこれらの混合物または共重合
物などを含む基材層を有する。中間転写体１３０は、基材層に加えて、インクの着弾面側
に、シリコーンゴム（ＳＲ）、クロロプンゴム（ＣＲ）、ニトリルゴム（ＮＢＲ）および
エピクロルヒドリンゴム（ＥＣＯ）などのゴム、エラストマーおよび弾性樹脂など含む弾
性層、ならびに、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、パーフルオロアルコキシア
ルカン（ＰＦＡ）、およびポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）などのフッ素樹脂ならびに
アクリル樹脂などを含む表面層、の双方またはいずれかを有してもよい。
【０１０７】
　あるいは、中間転写体１３０は、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム、１
，４－ポリシクロヘキシレンジメチレンテレフタレートフィルム、ポリエチレンナフタレ
ート（ＰＥＮ）フィルム、ポリフェニレンサルフィドフィルム、ポリスチレン（ＰＳ）フ
ィルム、ポリプロピレン（ＰＰ）フィルム、ポリサルホンフィルム、アラミドフィルム、
ポリカーボネートフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、ポリエチレン（ＰＥ）フィ
ルム、ポリ塩化ビニルフィルム、ナイロンフィルム、ポリイミドフィルム、およびアイオ
ノマーフィルムなどの樹脂フィルム、セロハン、酢酸セルロースなどのセルロース誘導体
から形成されていてもよい。
【０１０８】
　中間転写体１３０における、逆三角形状の左右の頂点部分に位置する支持ローラ１６０
、１６２に張架された部分は、それぞれのインクジェットヘッドから吐出されたインクの
着弾面となっている。中間転写体１３０における、逆三角形状の下側の頂点部分に位置す
る支持ローラ１６１は、中間転写体１３０を搬送路１２０に向けて所定のニップ圧により
加圧する加圧ローラであり、それぞれのインクジェットヘッドから吐出されたインクが着
弾して形成された中間画像を記録媒体１１０に転写する転写部として機能する。
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【０１０９】
　インク吐出部でもある中間画像形成部１４０は、インクジェット法により中間画像を形
成するインク付与部であり、それぞれＹ（イエロー）、Ｍ（マゼンタ）、Ｃ（シアン）、
Ｋ（ブラック）の各色の活性線硬化型インクをノズルから吐出して中間転写体１３０の表
面に着弾させる、インクジェットヘッド１４０Ｙ、１４０Ｍ、１４０Ｃおよび１４０Ｋを
有する。インクジェットヘッド１４０Ｙ、１４０Ｍ、１４０Ｃおよび１４０Ｋは、４０～
１２０℃に加熱された上記各色の活性線硬化型インクを、中間転写体１３０の表面のうち
形成されるべき画像に応じた位置に着弾させて、中間画像を形成する。
【０１１０】
　転写部１５０は、中間転写体１３０と搬送路１２０とが最接近した転写ニップを含む部
分であって、支持ローラ１６１によって中間転写体１３０が搬送路１２０の方向に付勢さ
れることにより、中間転写体１３０が接する搬送路１２０の表面を加圧する。中間転写体
１３０の表面に形成されて搬送されてきた中間画像と、搬送路１２０の表面に配置されて
搬送されてきた記録媒体１１０とは、転写ニップにおいて接触され、支持ローラ１６１を
介して中間転写体１３０から搬送路１２０側に加圧されることで、記録媒体に転写される
。
【０１１１】
　照射部１７０は、搬送路１２０による記録媒体１１０の搬送方向における、転写部１５
０より下流側に配置され、搬送路１２０の表面に向けて活性線を照射する。これにより、
照射部１７０は、記録媒体１１０に転写された中間画像を構成する活性線硬化型インクに
活性エネルギー線を照射して、中間画像を構成する活性線硬化型インクを硬化（本硬化）
させる。これにより、記録媒体１１０の表面に、目的とする画像が形成される。
【０１１２】
　クリーニング部１８０は、ウェブローラやスポンジローラ等のクリーニングローラであ
り、転写部１５０の下流側で、中間転写体１３０の表面に接触する。クリーニング部１８
０は、上記クリーニングローラが駆動回転することで、転写部１５０において記録媒体１
１０に転写されずに中間転写体１３０の表面に残存した残インク（残塗布物）を除去する
。
【０１１３】
　なお、図示しないものの、画像形成装置１００は、中間転写体１３０のうちインクが着
弾する位置の表面温度を６０℃以下に調整する温度調整部を有してもよい。
【０１１４】
　また、上記説明では中間転写体を有する画像形成装置について説明したが、本発明の画
像形成装置は、中間転写体を有さず、インク吐出部から吐出された活性線硬化型インクを
搬送路を搬送される記録媒体に直接に着弾させる構成であってもよい。
【実施例】
【０１１５】
　以下、本実施形態の具体的な実施例を比較例とともに説明する。ただし、本発明の技術
的範囲が以下の実施例のみに制限されるわけではない。
【０１１６】
　１．　活性線硬化型インクジェットインクの調整
　［活性線硬化性化合物］
　インクジェットインクに含まれる活性線硬化性化合物は以下のものを用いた。
【０１１７】
　（一般式（１）の化合物）
・２－（アリルオキシメチル）アクリル酸メチル
【０１１８】
　（変性多官能（メタ）アクリレ―ト）
・トリメチロールプロパン３ＰＯ変性トリアクリレート（３ＰＯ ＴＭＰＴＡ）
・トリメチロールプロパン３ＥＯ変性トリアクリレート（３ＥＯ ＴＭＰＴＡ）
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・トリメチロールプロパン９ＥＯ変性トリアクリレート（９ＥＯ ＴＭＰＴＡ）
【０１１９】
　（ＰＯ変性部位またはＥＯ変性部位を有する、２官能の（メタ）アクリレート）
・ポリエチレングリコール（３００）ジアクリレート（６ＥＯ ＰＥＧＤＡ、ＥＯ変性部
位数：６）
・トリプロピレングリコール３ＰＯ変性ジアクリレート（３ＰＯ ＴＰＧＤＡ、ＰＯ変性
部位数：３）
【０１２０】
　（ＰＯ変性部位またはＥＯ変性部位を有さない、２官能の（メタ）アクリレート）
・ジオキサングリコールジアクリレート（ＤＯＧＤＡ）
【０１２１】
　（ＰＯ変性部位またはＥＯ変性部位を有さない、３官能の（メタ）アクリレート）
・トリメチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ）
【０１２２】
　（その他の活性線硬化性化合物）
・ポリエステルアクリレートオリゴマー（ＣＮ２２７０）
【０１２３】
　［重合開始剤］
　インクジェットインクに含まれる重合開始剤は以下のものを用いた。
・フェニル－ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）ホスフィンオキシド（Ｉｒｇａ
ｃｕｒｅ　８１９、チバスペシャリティーケミカルズ社）
【０１２４】
　［増感剤］
・イソプロピルチオキサントン（Ｓｐｅｅｄｃｕｒｅ　ＩＴＸ、ＬＡＭＢＳＯＮ社）
【０１２５】
　［重合禁止剤］
　インクジェットインクに含まれる重合禁止剤は以下のものを用いた。
・ＩｒｇａｓｔａｂＵＶ１０（チバ・ジャパン社製）
【０１２６】
　［顔料］
　インクジェットインクに含まれる顔料は以下のものを用いた。
　（白色顔料）
　・酸化チタン（Ｒ３２、堺化学工業社製）
　（マゼンタ顔料）
　・Ｖ１９／ＰＲ２０２混晶顔料　Ｉｎｋ　ＪＥＴ　ｍａｇｅｎｔａ　Ｅ７Ｂ　ＬＶ３９
５８（クラリアント社製）
【０１２７】
　［分散剤］
　インクジェットインクに含まれる分散剤は以下のものを用いた。
　・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　２８０００（Ｌｕｂｒｉｚｏｌ社製）
【０１２８】
　［界面活性剤］
　インクジェットインクに含まれる界面活性剤として、以下のものを用いた。
　・ＴＳＦ－４４５２（ＭＯＭＥＮＴＩＶＥ社製）
【０１２９】
　２．　混合調製および評価
　［顔料分散液の調製］
　（白色顔料分散液）
　上記分散剤を２４質量部、溶媒として活性線硬化性化合物であるジプロピレングリコー
ルジアクリレートを２８質量部、ステンレスビーカーに入れ、これを６５℃のホットプレ
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ート上で加熱しながら１時間加熱攪拌した。混合液を室温まで冷却し、さらに、上記白色
顔料を４８質量部加えた。この溶液を、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズ２００ｇと共
にガラス瓶に入れて密栓し、ペイントシェーカーにて５時間分散処理した。その後、ジル
コニアビーズを除去し、分散液を得た。
　（マゼンタ顔料分散液）
　上記分散剤を８質量部、溶媒として活性線硬化性化合物であるジプロピレングリコール
ジアクリレートを７６質量部、ステンレスビーカーに入れ、これを６５℃のホットプレー
ト上で加熱しながら１時間加熱攪拌した。混合液を室温まで冷却し、さらに、上記マゼン
タ顔料を16質量部加えた。この溶液を、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズ２００ｇと共
にガラス瓶に入れて密栓し、ペイントシェーカーにて５時間分散処理した。その後、ジル
コニアビーズを除去し、分散液を得た。
【０１３０】
　［インクの調製］
　上記の各成分を下記の表１および表２の組成にしたがって混合し、８０℃に加熱して攪
拌した。加熱下において、ＡＤＶＡＮＴＥＣ社製テフロン（登録商標）３μｍメンブラン
フィルターで得られた溶液の濾過を行い、インク１～インク１７を得た。なお、各成分の
量について、下記の表１および表２中の数値は質量％である。
【０１３１】
　［画像形成］
　インク１～インク１７を、それぞれ、ピエゾ型インクジェットノズルを備えたインクジ
ェット記録ヘッドを有するシングルパスのインクジェット記録装置に装填した。インク供
給系は、インクタンク、インク流路、インクジェット記録ヘッド直前のサブインクタンク
、フィルター付き配管、ピエゾヘッドからなり、インクジェットヘッドの温度は８０℃に
設定した。
【０１３２】
　記録媒体に、インクジェットヘッドのノズルから吐出した各インクの液滴を着弾させた
。着弾した液滴には、インクジェットヘッドよりも下流側に配置したＬＥＤランプ（Ｐｈ
ｏｓｅｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製、３９５ｎｍ、水冷ＬＥＤ）で、画像に紫外線を
照射してインクを硬化した。
【０１３３】
　吐出用記録ヘッドは、ノズル径２０μｍ、ノズル数１０２４ノズル（５１２ノズル×２
列、千鳥配列、１列のノズルピッチ６００ｄｐｉ）のピエゾヘッドを用いた。
【０１３４】
　［光沢性評価］
　インク１～インク１７のそれぞれのインクを、１滴の液滴量が３．０ｐｌとなる吐出条
件で、液滴速度約６ｍ／ｓで射出させて、１２００ｄｐｉ×１２００ｄｐｉの解像度で記
録した。画像形成は、２３℃、５５％ＲＨの環境下で行った。記録媒体としてＰＯＤグロ
スコート（王子製紙社製）を用い、上記の記録装置および画像形成条件で画像を形成した
。形成した画像について、日本電色ＰＧ－１Ｍハンディ型光沢計ＰＧ－ＩＩを用い、２０
°光沢、６０°光沢を測定し、２０°光沢／６０°光沢の比を算出した。光沢比を以下の
ように評価した。
　◎　０．８以上
　○　０．６以上０．８未満
　△　０．３以上０．６未満
　×　０．３未満
　なお、○以上を合格とした。
【０１３５】
　［硬化性評価］
　記録媒体として蒸着紙（アルブライトＦＸＦ１９０、平和紙業社製）を用い、上記の記
録装置および画像形成条件で、インク１～インク１７のそれぞれのインクにより、９ｇ／
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ｍ２の付量で画像を形成した。画像形成後、「ＪＩＳ規格　Ｋ５７０１－１６．２．３　
耐摩擦性試験」に記載された方法に準じて、２ｃｍ２となる大きさに切り取った印刷用コ
ート紙（ＯＫ金藤　米坪量１０４．７ｇ／ｍ２　王子製紙社製）を載せて、８００ｇの荷
重をかけて擦り合わせた後に、印刷用コート紙への色移りの程度を目視し、さらに画像の
表面をさわって以下のように評価した。
　◎　色移りがなく、表面のべたつきもない。
　○　わずかに色移りがあるが、表面のべたつきはない。
　△　わずかに色移りがあり、やや表面のべたつきがある。
　×　色移りがあり、さらに表面のべたつきがある。
　なお、△以上を合格とした。
【０１３６】
　インク１～１７の組成と評価を以下の表１および表２に示す。
【０１３７】



(22) JP 2020-200375 A 2020.12.17

10

20

30

40

50

【表１】

【０１３８】
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【表２】

【０１３９】
　活性線硬化性化合物として、一般式（１）の化合物と、変性多官能（メタ）アクリレー



(24) JP 2020-200375 A 2020.12.17

10

20

30

40

50

トと、を含み、かつ白色顔料を含む、インク１～インク９は、形成された画像の光沢性お
よび硬化性がともに良好だった。これは、ＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位と、分岐構造
と、を有する変性多官能（メタ）アクリレートによって、一般式（１）の化合物と白色顔
料とが良好に相互作用し、一般式（１）の化合物が重合して形成されたＴＨＦ環および白
色顔料が良好に配向したからだと考えられる。また、このとき、変性多官能（メタ）アク
リレートによりＴＨＦ環の配向が促進されて、重合時の酸素の侵入が阻害されたため、硬
化膜の内部でも活性線硬化性化合物が十分に重合して、形成された画像の硬化膜がより高
まったと考えられる。
【０１４０】
　さらに、一般式（１）の化合物の含有量がインクの全質量に対して２０質量％以上であ
るインク２～インク９は、形成された画像の硬化性がより高くなっていた。これは、配向
して疑似結晶構造を形成したＴＨＦ環の数が多くなったためだと考えられる。
【０１４１】
　さらに、変性多官能（メタ）アクリレートの含有量が２０質量％以上であるインク７～
インク９は、形成された画像の光沢性および硬化性がさらに高くなっていた。これは、変
性多官能（メタ）アクリレートが一般式（１）の化合物と白色顔料との間の相互作用をよ
り良好に仲介して、ＴＨＦ環および白色顔料を硬化膜内で規則的に配向させやすくしたた
めだと考えられる。
【０１４２】
　さらに、ゲル化剤を含むインク６は、形成された画像の硬化性がさらに高くなっていた
。これはゲル化剤が結晶構造をつくることでＴＨＦ環由来の構造が強固になり、画像の硬
化性が高まるためだと考えられる。
【０１４３】
　これに対し、一般式（１）の化合物を含むが変性多官能（メタ）アクリレートを含まな
いインク１０は、形成された画像の光沢性が低下していた。これは、白色顔料の表面と一
般式（１）の化合物との親和性が低いため、硬化膜内で白色顔料およびＴＨＦ環がきれい
に配向しにくく乱雑に配置されやすいためだと考えられる。
【０１４４】
　また、一般式（１）の化合物と、ＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位を有するが官能基数
が２である（メタ）アクリレートとを含むインク１３およびインク１４は、形成された画
像の光沢性および硬化性が低下していた。これは、十分な長さの分岐鎖を有さない２官能
の（メタ）アクリレートでは、ＴＨＦ環の配向性を十分には高められなかったためと考え
られる。
【０１４５】
　また、一般式（１）の化合物と、ＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位を有さない（メタ）
アクリレートとを含むインク１５およびインク１６は、形成された画像の光沢性および硬
化性が低下していた。これは、ＥＯ変性部位またはＰＯ変性部位を有さない（メタ）アク
リレートでは、一般式（１）の化合物、変性多官能（メタ）アクリレ―ト、および白色顔
料の間の相互作用が十分に生じなかったためと考えられる。
【０１４６】
　なお、マゼンタ顔料を含むインク１７では、一般式（１）の化合物を配合しても、形成
した画像の光沢性および硬化性は低下しなかった。そのため、一般式（１）の化合物によ
る光沢性および硬化性の低下は、白色顔料を含む活性線硬化型インクジェットインクに特
有の現象であることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１４７】
　本発明の活性線硬化型インクジェットインクは、白色顔料および一般式（１）の化合物
を含み、当該インクによる画像の光沢性および硬化性を良好にすることができる。そのた
め、本発明は、活性線硬化型インクジェットインクの適用の幅を広げ、同分野の技術の進
展および普及に貢献することが期待される。
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【符号の説明】
【０１４８】
　１００　画像形成装置
　１１０　記録媒体
　１２０　搬送路
　１３０　中間転写体
　１４０　中間画像形成部
　１４０Ｙ　インクジェットヘッド
　１４０Ｃ　インクジェットヘッド
　１４０Ｍ　インクジェットヘッド
　１４０Ｋ　インクジェットヘッド
　１５０　転写部
　１６０　支持ローラ
　１６１　支持ローラ
　１６２　支持ローラ
　１７０　照射部
　１８０　クリーニング部

【図１】
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